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本報告書本文中に用いる分析の結果を表す用語の取扱いについて 

 

本報告書の本文中「３ 分 析」に用いる分析の結果を表す用語は、次のとおりと

する。 

 

① 断定できる場合 

・・・「認められる」 

 

② 断定できないが、ほぼ間違いない場合 

・・・「推定される」 

 

③ 可能性が高い場合 

・・・「考えられる」 

 

④ 可能性がある場合 

・・・「可能性が考えられる」 

・・・「可能性があると考えられる」 
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航空事故調査報告書 
 

所  属  エクセル航空株式会社 

型  式  ユーロコプター式ＡＳ３５０Ｂ３型（回転翼航空機） 

登録記号  ＪＡ３５０Ｄ 

事故種類  不時着水時の機体損傷 

発生日時  平成３０年６月７日 １５時２６分ごろ 

発生場所  那覇空港の北西４１km 付近海上 

 

                                令和２年１月３１日 
                          運輸安全委員会（航空部会）議決 
                            委 員 長  武 田 展 雄（部会長） 
                           委   員  宮 下   徹 
                           委   員  柿 嶋 美 子 
                           委   員  丸 井 祐 一 
                           委   員  宮 沢 与 和 
                           委   員  中 西 美 和 
 

１ 調査の経過 

1.1 事故の概要 エクセル航空株式会社所属ユーロコプター式ＡＳ３５０Ｂ３型ＪＡ３５０Ｄ

は、平成３０年６月７日（木）、那覇空港を離陸し粟国
あ ぐ に

空港に向け飛行中、那覇

空港の北西４１㎞付近海上に不時着水して海中に水没した。 

機長が重傷を負った。 
1.2  調査の概要 運輸安全委員会は、平成３０年６月８日、事故発生の通報を受け、本事故の調

査を担当する主管調査官ほか１名の航空事故調査官を指名した。 

本調査には、事故機の設計・製造国であるフランス共和国の代表が参加した。 

原因関係者からの意見聴取及び関係国への意見照会を行った。 

２ 事実情報 

2.1  飛行の経過 機長の口述、管制用レーダー航跡記録並びに防衛省及び海上保安庁の情報によれ

ば、飛行の経過は、概略次のとおりであった。 

エクセル航空株式会社所属ユーロコプター式ＡＳ３５０Ｂ３型ＪＡ３５０Ｄ

（以下「同機」という。）は、平成３０年６月７日１５時１４分、機体を空輸

するため、機長１名のみが右操縦席に着座し、那覇空港を離陸して粟国空港に

向かった。 
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１５時２３分ごろ、同機

は、那覇空港の北西約３８

km 付 近 を 機 首 方 位 約   

３１０°、高度約１,０００

ft、対気速度約１１０kt で

オートパイロット（以下

「ＡＰ」という。）の機首

方位保持及び高度保持機能

を使用して飛行中、機首方

位を３１０°から３３０°

にＨＳＩ 1 の機首方位選択

ノブを使用して旋回した。 
１５時２５分ごろ、粟国

島を視認して飛行中、機長

は、警報音（ゴング音）を

聞くとともに、赤色の  

ＧＯＶ 2 警報灯の点灯及び

急激な右偏向を確認したた

め、とっさに左ラダーを踏み、右偏向を止めた。さらにメインローター回転数

（以下「ＮＲ」という。）の低下を確認したため、ＮＲを維持しようとコレク

ティブピッチレバー（以下「ＣＰ」という。）を少し下げながら、サイクリッ

クスティックを僅かに手前に引き、サイクリックスティックのマスターリリー

ス・ボタン（2.8(3)に後述）を使用してＡＰをオフとした。機長は、ＮＲ計が

警戒運用範囲（黄色弧線：３２０～３７５rpm）の３７０rpm 前後を示したのを

確認し、調速機能故障時の非常操作を行った。機長は、ツイストグリップ

（2.8(2)に後述）を手動操作に切替え、ツイストグリップを左に回したが、 

ＮＲを常用運用範囲（緑色弧線：３７５～３９４rpm）にすることができず、

同機の高度は低下していった。機長は、ＮＲの低回転警報（ＮＲが３６０rpm

以下で鳴る３１０Hz の連続音）が作動することもなく、ＮＲが約３７０rpm 前

後で安定していたので、ある程度のエンジン出力は維持できていると認識し、

外を見て機体姿勢を保ちつつ、ＮＲを確認しながらツイストグリップを操作し

たが、他の警報灯やエンジン計器の状態は確認できなかった。機長は、同操作

の間に速度が約１００kt に低下したことを確認し、降下率の増加とともに油圧

系統がオフになったときのように、ＣＰ及びサイクリックスティックは重く 

なったと感じた。 
機長は、ＮＲの超過に注意しながら、ツイストグリップを左方向へのみ回し

たが、ＮＲを増加させることはできなかった。 

同機は、高度低下が止まらず海面まで３００ft 位となったため、機長は、こ

の時点で非常着水することを決断した。１５時２５分３０秒、遭難通報を送信

し、航空機用救命無線機（ＥＬＴ）を手動でオンとした。その後、着水するた

め、サイクリックスティックを強く引いて減速し、約５０kt付近でエマージェン

シー・フロート（緊急着水の際に窒素ガスで展張させるフロート。以下「緊急

 
1 「ＨＳＩ（Horizontal Situation Indicator）」とは、航法に必要な各種情報を一つの計器にまとめた水平位置指示器を

いう。 

2 「ＧＯＶ（ガバナー）」とは、メインローター回転数とエンジンの回転数を感知し、メインローターの回転数が一定にな

るよう燃料流量を自動調整する機能をいう。（2.8(1) 参照） 

図１ 推定飛行経路 



- 3 - 

フロート」という。）を展張させた。 

同機は、遭難通報してから、１０～２０秒位で、海面が近づき、十分に減速

できないまま速度２０～３０kt で海上に着水した。すぐに操縦席まで海中に没

した。 
機長は、海中でショルダーハーネス及びシートベルトを外し、右操縦席下部

に装備していた救命胴衣は装着できずに脱出して、同機の着陸装置から外れて

海上に浮揚していた緊急フロートにつかまり救助を待った。 

付近で訓練をしていた航空自衛隊の救難ヘリコプターが遭難通報を受信し、

１５時３９分ごろ事故現場周辺に到着して、海上の機長を発見したが、同機は

既に水没していた。機長は救難ヘリコプターに収容されて那覇空港を経由し、

１６時２０分ごろ那覇市内の病院に搬送された。 

同救難ヘリコプターが事故現場に到着した際、機体の水没位置付近で微弱な

ＥＬＴ信号を受信したが、救助中に受信はできなくなった。 

１６時２２分ごろ、海上保安庁の航空機が事故現場周辺に到着し浮揚物を確

認したが、浮流油は認められなかった。１７時２２分ごろから１９時ごろまで

同庁の巡視船が浮揚物を回収した。同庁は、同機からのＥＬＴ信号は受信して

いない。 
 

本事故の発生場所は、那覇空港から３１３°４１km（北緯２６度２７分、東経 

１２７度１９分）付近の海上で、発生日時は平成３０年６月７日１５時２６分ごろ

であった。 

2.2 死傷者 機長が重傷を負った。 

2.3 損壊 

 

航空機の損壊の程度：機体水没のため回収された浮揚物から大破と推定。 
・着陸装置 右側スキッド前方フロート取付部破断、 

フロート破損及び脱落 
・胴体下部 アンダーカウル破断 
・胴体後部左側 貨物室ドア破損 
その他の箇所は、水没したため損傷は確認できなかった。 

図２ 地上駐機中の同機 
2.4 乗組員等 機長 男性 ４６歳 

事業用操縦士技能証明書（回転翼航空機）      平成 ９ 年１２月１５日 

特定操縦技能 操縦等可能期間満了日       令和 元 年 ６ 月１４日 

限定事項 陸上単発タービン機           平成１０年 ７ 月１４日 

第１種航空身体検査証明書         有効期限 平成３１年 １ 月２０日 

総飛行時間                                 ３,４７４時間０１分 



- 4 - 

最近３０日間の飛行時間                              ２３時間１５分 

同型式機による飛行時間                           １,８８７時間４０分 

最近３０日間の飛行時間                             ２３時間１５分 
2.5 航空機等 (1) 航空機型式              ユーロコプター式ＡＳ３５０Ｂ３型 

製造番号                           ３４６７ 

製造年月日                   平成１３年１１月２６日 

耐空証明書                                   第東－２９－５２６号 

有効期限                                 平成３１年 ２月２７日 

(2) エンジン型式     サフラン・ヘリコプター・エンジンズ式Arriel 2B型 

製造番号                         ２２２４０ 

製造年月日                    平成１３年４月２８日 

総使用時間                     ３８３２時間０９分 

(3) 整備状況 

同機は、同機の製造者の整備マニュアル等に従い整備されていた。同機の整備

記録によれば、過去にＧＯＶ警報及び油圧系統に関連する不具合等の発生はな

かった。 

(4) 事故発生時、同機の重量及び重心位置は、いずれも許容範囲内にあった。 

(5) 回収された浮揚物 

事故現場周辺海域で回収された機体の一部及び搭載品等は以下のとおりであっ

た。 
① 緊急フロート５個 

② 胴体下面のカウリング、貨物室ドア、後部座席クッション 

③ 救命ボート、救命胴衣、日よけ、ヘッドセット耳当て、機長携行品バッ

ク、日常整備点検表 

図３ 回収された浮揚物 
2.6 気象 (1) 事故現場の北西約２２km に位置する粟国空港の事故関連時間帯の航空気象の

観測値は、次のとおりであった。 

15時 00分 風向 １１０°、風速 ６kt、卓越視程 １０km以上 

雲 雲量 ＦＥＷ 雲形不明 雲底の高さ   ６００ft 

雲量 ＦＥＷ 雲形不明 雲底の高さ ３,０００ft 

雲量 ＳＣＴ 雲形不明 雲底の高さ 不明 

気温 ３０℃、露点温度 ２６℃、高度計規正値（ＱＮＨ） 

 ２９.８０inHg 

(2) 機長によれば、救助された現場周辺の海上の波は穏やかで風はなかった。 

2.7 事故現場 同機が水没した周辺の水深は約７００ｍであり、同機は引き上げられていない。 

2.8 その他必要な

事項 

(1) ＧＯＶ警報及び非常操作 

同機は、デジタルコンピューター（Engine Electronic Control Unit）がエン

ジンの燃料流量調整装置（Pump and Metering Unit Assembly）を自動的に制御
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することにより、ＮＲを常用運用範囲（緑色弧線）３７５～３９４rpm に維持す

る調速機能を有するエンジンを搭載しているが、この調速機能に故障（燃料流量

調整装置内のメタリングバルブの固着、エンジン制御装置の不具合等）が発生す

ると、ＧＯＶ警報灯（赤色）が点灯すると同時に警報音（ゴング音）が鳴り、燃

料流量は故障発生前の値で固定される。 

 
図４ 燃料流量の制御システム調整系統（ガバナー系統） 

同機の飛行規程にはＧＯＶ警報作動時の非常操作手順について以下のとおり記

載されている。（抜粋） 

MANU Mode 3にエンゲージしている又は調速機能の故障 

―燃料流量は故障発生前の値で固定されている。 

操縦士の操作 

－飛行パラメーターを点検する。 

－ＮＲを緑色円弧範囲内に維持する。 

－FLIGHT Detent のロックを解除し、Twist Grip を回して燃料流量を変化さ

せることができる。 

・左方向で燃料流量を増加させる。 

・右方向で燃料流量を減少させる。 

－ＮＲを緑色円弧範囲内に維持するため、Collective Pitch Leverと同期さ

せ、Twist Gripを微妙に調整する。 
－４０kt で進入し、そしてＮＲを緑色円弧範囲内の上部に保つように燃料流

量を調整する。飛行速度を僅かに減少させる。ＮＲを緑色円弧範囲内に維

持するため、必要ならTwist Gripで燃料流量を僅かに調整する。最終進入

で、コレクティブ・ピッチを増加させ、ホバリングする。ＮＲの低下はそ

のままにして、接地する。接地後、コレクティブ・ピッチを減少させる前

に燃料流量を減少させる。 

注２：いかなる場合においても、ＮＲを制御し、超過ＮＲ警報が作動しない

 
3  「MANU（Manual）Mode」とは、Emergency Throttle Control（緊急スロットル操作）により、調速機能故障時に燃料流

量の調整を行うことをいう。 
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ようにしなければならない。 
 

(2) ツイストグリップ 

ツイストグリップは、ＣＰ先端部にある回転式の握りである。通常時は

FLIGHT Detent 4 位置でデジタルコンピューターにより、ＮＲが自動的に調整さ

れる。図５に記載したとおり、FLIGHT Detent のロックを解除し、ツイストグ 

リップを回転させれば手動で燃料流量を調整することができる。FLIGHT Detent

のロックを解除するとＴＷＴ ＧＲＩＰ注意灯（橙色）が点灯し、ツイストグ 

リップによる手動操作が可能であることを示す。 

 
図５ ツイストグリップの操作 

(3) ＡＰの機能 

同機に装備されていたＡＰは、３軸（ピッチ、ロール、ヨー）を制御し、操縦

士が選択した機体姿勢、対気速度、気圧高度及び方位指示器で選択された機首方

位の保持が可能である。ピッチ及びロールチャンネルには Artificial Load 

System（人工的操縦力負荷システム）があり、操縦コンソールのトリム・リリー

ススイッチで、オンとオフの切替えをする。オートパイロットの使用モードの状

態は、オートパイロット・モニタリングパネルで確認できる。 

 
4  「FLIGHT Detent」とは、スロットルを誤ってクローズしないようにする戻り止めをいう。 
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図６ 同機の操縦席とＡＰ表示 

(4) 水平飛行に必要な出力 

不具合発生時の飛行条件により、同機と同等の性能を有するＡＳ３５０Ｂ３ｅ

型飛行訓練装置を使用し水平飛行に必要な出力を計測すると、次のとおりであっ

た。 

 
図７ 水平飛行に必要な出力 

(5) 救急用具について 

同機には、救命胴衣（大人用６個、子供用３個）及び６人乗り救命ボートが搭

載されていた。機長は、救命胴衣を着用していなかった。 

(6) 緊急フロート 

同機の個別追加飛行規程には緊急フロートを使用して着水する場合の非常操作

手順について以下のとおり記載されている。（抜粋） 

・ 着水は１０kt以下で行うことを推奨する。 

・ 着水は可能な限り水平状態にしなければならない。 
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・ パワーオン着水時には、着水後コレクティブ・レバーを下げる前に５kt以

下に減速すること。 

(7) ガバナー又は燃料コントロール系統の故障 

ＦＡＡのヘリコプター・フライング・ハンドブック（FAA-H-8083-21A 

Helicopter Flying Handbook 11-21 p151）によれば、ガバナーや燃料コント  

ロール系統の故障について、次のように記述されている。 

If the governor or fuel control unit fails, any change in collective 

pitch requires manual adjustment of the throttle to maintain correct 

rpm. In the event of a high side failure, the engine and rotor rpm tend 

to increase above the normal range. If the rpm cannot be reduced and 

controlled with the throttle, close the throttle and enter an 

autorotation. If the failure is on the low side, normal rpm may not be 

attainable, even if the throttle is manually controlled. In this case, 

the collective has to be lowered to maintain rotor rpm. A running or 

roll-on landing may be performed if the engine can maintain sufficient 

rotor rpm.  

（仮訳） 

ガバナーか燃料コントロール装置が故障すると、コレクティブ・ピッチを動

かした時は、回転数を維持するために手動でスロットルを調整する必要があ

る。高出力側で故障した場合、エンジンとローターの回転数は、通常範囲を超

えて増えようとする。もしスロットルで回転数を減少できなければ、スロット

ルを閉じ、オートローテーションに入れる。低出力側で故障した場合、スロッ

トルを手動で操作しても通常の回転数は得られない。この場合、回転数を維持

するため、コレクティブを下げなければならない。エンジンでローター回転数

を維持できれば滑走着陸を行う。 

(8) 機長のＧＯＶ警報点灯時の非常操作の訓練経験 

機長は、調速機能故障時の非常操作について、実際に飛行訓練で実施したこと

はなく、定期訓練においては、口頭による模擬操作手順で確認していた。また、

地上における調速機能の手動操作においては、ツイストグリップを右方向へ操作

した際、僅かな操作でＮＲが急激に低下した経験があった。 

３ 分析 

3.1 気象の関与 なし 
3.2 操縦者の関与 あり 
3.3 機材の関与 あり 
3.4 判明した事項

の解析 

(1) 機材の不具合原因の推定 

同機の整備状況及び機長の口述から、同機はＧＯＶ警報があるまで、機体に異

常はなかったものと考えられる。 

同機は、ＡＰを使用して飛行中、ＧＯＶ警報とともに機首方位の急激な右偏向

及びＮＲの低下が発生し、機長がＣＰを少し下げて、ＮＲを約３７０rpm 前後で

維持できたことから、同機のエンジンの状態は、停止しておらず低出力の状態で

あった可能性が考えられる。メタリングバルブの固着やエンジン制御装置だけの

不具合であれば、燃料流量は故障発生前の値で固定されるため、ＧＯＶ警報発生

時にＮＲが低下し右偏向が発生する可能性は低いものと考えられる。一方、何ら

かの不具合でエンジン出力が低下した場合は、右偏向の発生が考えられる。エン
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ジン出力が回復しなかったのは、ツイストグリップの手動操作にエンジン出力が

追従しなかったか、または、ツイストグリップが左方向に十分に回転しなかった

ため、燃料流量の調整が十分にできなくなった可能性が考えられる。しかし、同

機が水没し、エンジンデータの記録が取得できなかったため、不具合の発生箇所

及び原因を特定することはできなかった。 
(2) 機材不具合発生後の機体の状況及び機長の非常操作 

機長は、同機のＧＯＶ警報により非常操作を開始したが、ＮＲを通常の運用範

囲まで回復できず同機の高度が低下したものと考えられる。 

機長は、ＧＯＶ警報灯が点灯後、ＮＲが３７０rpm 前後で安定したことから、

ある程度の出力は維持されていると認識し、対気速度約１００kt を維持しなが

ら、非常操作のツイストグリップの操作を続けたものと考えられる。 

機長がＮＲを回復させることができなかったことについては、機長は、ＮＲの

超過に注意して左方向へのみツイストグリップを回したが、燃料調整系統の不具

合によりＮＲが追従しなかった可能性が考えられる。また、速度を維持してメ 

インローターを回転させるには、エンジン出力が不足して、ＮＲを回復させるこ

とは困難であった可能性が考えられる。 

ＮＲを常用運用範囲（緑色弧線）に維持するためには、非常操作にあるとおり

飛行パラメーターを確認し、そのパラメーターに応じた操作が必要であり、巡航

飛行中であれば、減速することにより、余剰出力が発生し、ＮＲの維持が容易に

なる可能性が考えられる。図７から対気速度１１０kt と最良上昇率速度付近の

６０kt を比較すると、約３０％の差がある。このことから、最初に減速操作を

行うことによって、約３０％以内の出力低下であれば、水平飛行を維持すること

が可能であり、これ以上の出力低下の状況であっても降下率が減少することによ

り、時間的余裕をもって非常操作を行うことができた可能性が考えられる。 
 

 

機長は、非常着水を決断し、減速操作を行いながら、短時間に遭難通報、緊急

フロートの展張及びＥＬＴを手動でオンにして、非常着水の操作をしたが、減速

が間に合わず、対気速度が２０～３０kt で、過大な降下率のまま海上に不時着

水したものと考えられる。 

このため、同機は緊急フロート及び機体を損傷して水没したものと推定され

る。 

 

図８ 同機のＧＯＶ警報発生から不時着水 
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４ 原因

本事故は、同機が飛行中、メインローターの回転数が低下し、飛行高度を維持できなくなったため、

過大な速度及び降下率で海上に不時着水し、機体が損傷し水没したものと考えられる。 

メインローターの回転数が低下したことについては、エンジンの系統に何らかの不具合が発生した可

能性は考えられるが、不具合の発生箇所及び原因を特定することはできなかった。 

 

５ 再発防止策 

同社では、本事故後に以下の措置を講じている。 

(1) 操縦士に対する特別訓練（座学及び実機訓練）について次のことを実施 

・燃料制御系統の非常操作に関する特別訓練 

・救急用具の取扱方法の座学及び水中脱出訓練 

(2) 操縦士の定期訓練時に燃料制御系統の非常操作訓練を実施 

(3) 非常脱出時の乗客の誘導方法に関する社内規則（飛行作業実施要領）の改訂 

(4) 航空機製造者からの最新の不具合情報の収集及びエンジンメーカー主催の講習等を受講し、整備品

質を向上 

(5) 次の装備品等を導入 

・離島便運航における双発機及び緊急フロートの装備 

・飛行中に着用可能な救命胴衣を装備し、着用して運航 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 非常操作中の操縦負荷増 

機長が降下中にＣＰ及びサイクリックスティックが重くなったと感じたことに

ついては、ＡＰをサイクリックスティックのリリーススイッチでオフとした際、

トリム・リリーススイッチがオフとされず、Artificial Load System（人工的操

縦力負荷システム）のトリムアクチュエーターの負荷が残っていたこと、メイン

ローターブレードの迎え角の変化等に伴う空力的な影響があったこと、又は油圧

系統に故障が発生した可能性も考えられるが、原因を特定することはできなかっ

た。 

(4) 同種事故の防止策 

① エンジンの調速機能が故障した場合は、飛行パラメーターに応じた操作を

最優先させ、ＮＲの増減を適正に判断して、非常操作のスロットルの手動操作

を実施できるように習熟しておくことが重要である。 

② 緊急フロートは、安定した着水ができる場合であれば有効と考えられる

が、緊急時の着水では安定した着水が困難であり、脱出する時間及び救命胴衣

を着用するスペースが十分にないことが予想されることから、陸岸からオート

ローテーション距離を超えてヘリコプターの水上運航を行う際には、搭乗者全

員が救命胴衣を着用していることが必要である。 
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６ 勧告 

６.１ 国土交通大臣に対する勧告 

本事故において、同機は非常着水において、過大な降下率のまま海上に不時着水し、緊急フロート及

び機体を損傷して水没したものと推定される。機長は、救命胴衣を装着できなかったため、海上に浮遊

していた緊急フロートにつかまり救助を待ち、飛行中の救難ヘリコプターによって、墜落約１３分後に

発見され救助された。 

緊急フロートを有効に機能させ、安定した着水を行うためには、機体の速度及び降下率を十分に減少

させる必要がある。本事故のように条件が満たされない状況下では、安定した着水が困難となり、搭乗

者が救命胴衣を着用して機外へ脱出する時間的余裕が十分にないことが予想される。 

このことから、当委員会は、本事故調査の結果を踏まえ、航空事故防止及び航空事故が発生した場合

における被害を軽減するため、国土交通大臣に対し、運輸安全委員会設置法第２６条第１項の規定に基

づき、以下の施策を講じるよう勧告する。 

 

国土交通省航空局は、運航者に対し、陸岸からオートローテーション距離を超えてヘリコプターの水

上運航を行う際には、搭乗者全員が救命胴衣を着用することを求めることについて検討すること。 
 


